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　復興公営住宅は国、関係市町村との協議を踏ま
え、早期に大量な供給が必要であることから、県内
部において避難地域復興局と土木部が連携して業
務を行った。
主な役割は以下のとおり

　復興公営住宅の整備については、県の最重要課
題として効率的かつ迅速に実施する必要があった
ため、土木部内に「復興加速化チーム」を設置し、毎
月、目標・実績・課題・取組を部全体で共有し、進捗
状況の確認や課題の早期解決を図った。

　本庁と出先事務所（建設事務所）との役割分担
は、以下のとおりとして効率良い執行に努めた。

6 －1　避難地域復興局との連携・役割分担

6 －2　土木部内の体制

6 －3　建設事務所との役割分担

〈避難地域復興局〉
主担当業務は、市町村との調整、地権者の同意に向
けた調整
　・国及び関係市町村との協議
　・建設用地の選考、決定
　・入居条件の検討　　　　　　　　など

〈本庁建築住宅課〉
　・予算確保
　・議会対応
　・建設候補地の選定
　・建設用地の地権者交渉（契約の同意まで）
　・地質調査、造成設計、建築設計
　・入居者募集、決定

〈土木部〉
主担当業務は、技術的な判断、用地取得の実務
　・予算要求、コミュニティ復活交付金の手続き
　・用地買収、測量、地質調査、設計、工事
　・入居管理、施設管理　　　　　　　など

〈建設事務所〉
　・建設用地の契約書調印・移転登記
　・工事（買取方式を除く）の発注、工事監理
　・完成後の入居手続きなどの入居管理
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第7回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25.6.14）
・第一次福島県復興公営住宅整備計画を策定
・3,700戸を平成27年度までに整備予定

第15回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　（H25.12.20）
・第二次福島県復興公営住宅整備計画を決定
・住民意向調査結果をもとに1,190戸増の4,890戸を
整備
・整備スケジュールは、第二次計画で上乗せした戸
数についても、平成27年度以降早期に入居できる
よう整備
・建設に関する考え方に、戸建てや2戸1棟注宅、ペッ
ト飼育が可能な住宅の整備を行うことを追加

第26回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H26.8.4）
・第一次整備計画で平成27年度までの完成を目指し
ていた3,700戸のうち、約1,600戸の完成が整備箇所
の選定に時間を要したことなどを理由に1～9ヶ月
遅れることを公表

第33回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H27.1.30）
・地区ごとの造成設計により宅地造成に時間を要す
ることが判明し、年度毎の整備見通しを公表
　【資料１、資料２】

第35回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H27.3.9）
・復興公営住宅の早期整備・避難者への支援対策を
公表
・買取方式など新たな手法を含めながら、あらゆる
手段を講じて期間短縮に努める
・住宅整備に関する進捗状況をきめ細かに情報提供
・将来設計を立てやすくするため、入居者募集の前
倒し実施
・未定用地520戸のうち、149戸分で確保見込み
【資料３】

第45回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H27.9.7）
・平成27年8月までに4,890戸全ての用地が確保でき
る見込みがたったため、整備見通し追加公表。

第54回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　（H28.6.20）
・直近の入居需要見通しを踏まえ、7地区211戸の募
集保留を決定し、整備見通しを修正。
【資料４】

第72回新生ふくしま復興推進本部会議
　　　　　　　　　　　　　　　　 （H29.8.28）
・直近の入居需要見通しを踏まえ、北沢又団地60戸
の保留解除と3地区123戸（地区未定の51戸を含む）
の募集保留に加え、居住制限者のみ募集を行って
も、なお空き住居がある場合は旧居住制限者も募
集対象とすることを決定。
【資料５】

6 －4　新生ふくしま推進本部会議

　県では、知事を本部長として全庁一体となった
復興・再生を推進するため、「新生ふくしま復興推
進本部会議」を設置している。復興公営住宅を議題
として共有、決定した内容は以下のとおり。
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☆受託者との綿密な工程調整により、期間
短縮。

☆協議調整の迅速化により、期間短縮。

復 興 公 営 住 宅 早 期 整 備 ・支 援 対 策

☆建設業界に対し、こまめに発注情報の提供
を行い、入札不調をなくす。

○ふくしま復興住宅供給推進会議において、建設
業界に協力を要請
○同会議の分科会（専門部会・方部別部会）にお
いて実情を把握し、対策を協議

☆施工性を優先した設計と、施工者からの提
案の積極的な採用により、期間短縮。

○施工性を優先した設計
○事業者選定に当たり、工期短縮につながる
施工上の優れた提案の採用

○着工後も工期短縮につながる変更に柔軟に
対応

☆鉄骨造等も含めた中層住宅の買取
方式の導入により、期間短縮。

整備期間の短縮

① 造成設計

② 開発協議等

③ 工事施工確保対策

④ 造成工事

⑤ 建築工事

◎工程の各段階で必要な作
業を精査・見直しし、整
備期間の短縮を図ってい
く。

避難者への支援
C 

◎復興公営住宅への入居ま
での間、きめ細かな支援
を展開する。

① 入居前の生活設計

② 生活の安全・安心
の確保

③ 健康の維持・生活
の安定

④ 生活再建 

C C C 
○建設型仮設住宅について、 
   日常的な修繕や追加工事 
   の要望に迅速丁寧に対応    
し、一斉点検や詳細な点検 
により、適時適切な修繕を 
実施 
○避難者支援に取り組む  
民間団体と連携して生活 
再建を支援 
○避難者へ帰還や生活再 

 建につながる情報発信 
○生活支援相談員を平成 

27年度には大幅に増員し、 
体制を強化するとともに、 
健康管理等を支援  
○県外避難者が抱える個 
別具体の課題に対応す 
るため、関東全域、山形 
及び新潟等の各都県へ 
復興支援員を配置 

○被災者の自立を支援する
ための就職相談窓口を県
内に設置し、相談を受付
○県内外の仮設住宅等を巡
回した就職相談や職業紹介
◯避難事業者に対する訪問
活動を通じた事業再開・
事業継続を支援
◯中小企業が事業継続・
再開を行うために必要な
資金を支援

 

○復興公営住宅整備に 
    関する進捗状況のき 
   め細かな情報提供 
○生活設計を早期に立 
    ててもらえるよう、入居 
    者募集を前倒して実施 
 

○弁護士による原子力損 
害賠償に関する相談事 
業を実施 
○被災した低所得者世帯や   
   ひとり親世帯に対する生 
活福祉資金や修学資金の 
貸付 
○仮設住宅に住む子どもの  
   居場所づくり、遊び等の支 
   援を実施 
○孤立化防止と子育ての 
不安の軽減（子どもの心 
のケア） 

 

○仮設住宅等に避難して 
 いる高齢者に対し、 自 
治体、各種団体と連携 
 し、見守りや介護予防 
など日常的にサポート 
○県民の健康状態を把 
   握 し、疾病予防、早期 
   発見、早期治療につな 
げ、将来にわたる県民 
の健康の維持、増進を 
図るため、県民健康調 
査を実施 
○乳幼児を持つ保護者や 
妊婦を対象にした子育て  
等に関する相談事業の 
実施 
○放射線に関するリスク 
コミュニケーションの一 
環として相談事業を実施 

 

復
興
公
営
住
宅
の
早
期
入
居
･
避
難
者
の
生
活
安
定
を
め
ざ
す

着工前事前準備 発注・造成工事 建築工事

○あらかじめ工場で生産された部
材を取り入れた工法（ＰＣ工法）
の活用
○木造住宅の買取方式の推進
○工期短縮可能な鉄骨造も含めた中
層住宅の買取方式の導入
○入札手続きの短縮

避 難 者 の 生 活 安 定

平成27年1月30日

平成27年3月9日
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復興公営住宅の今後の整備の見通しについて（方針）
平成 28 年 6 月 20 日 
生活拠点課、建築住宅課 

１ 現在の取組状況
（１）整備状況

・平成 年 月末現在 戸が入居開始。 年度末までに 戸、 年度まで
に 戸（全戸）完成予定。

（２）募集状況
・平成 年 月末時点で、 戸の募集に対し 戸が決定又は応募中（ ）。
・いわき市、福島市、桑折町、広野町以外の団地は概ね募集完了。
・平成 年 月末には、いわき市を中心に最終の募集（第５期募集）を行う予定。

２ 入居希望世帯数の把握状況
双葉４町 富岡町、大熊町、双葉町、浪江町 を対象に、平成 年度に実施した住民意
向調査での入居意向が、平成 年度の整備計画策定時に実施した意向調査に比べ減少し
ていることから、追加調査を実施したうえで入居希望世帯数を以下のとおり見込んだ。
（１）４町の意向調査の未回答者及び判断できない方に対する追加調査 ～
・対象：建設型仮設 戸別訪問：約 世帯 及び借上型仮設 郵送：約 世帯
・結果： 世帯が、新たに入居希望世帯と判明。

（２）「判断できない世帯」の入居需要の想定
・４町の追加調査後も約 世帯が「判断できない」状態。
・これらの世帯等からも一定の応募があると想定 約 世帯程度 。

（３）入居希望世帯数の見込み
・５月末時点の入居決定者に追加調査で判明した入居希望世帯及び判断できない世帯
から一定の割合が入居希望として想定した世帯を加え、現時点では約 世帯が
入居希望世帯と判断。
・現整備計画戸数 戸と比較すると、入居希望世帯は約 世帯ほど減少してい
ると考えられる。

３ 今後の進め方
（１）第５期募集における募集戸数の一部保留

これまでの入居決定状況や追加意向調査の結果等を踏まえ、入居希望が減少してい
ると考えられる地区の今後の入居募集を一部保留する。保留する地区及び戸数は整備
の進捗状況なども考慮し、 地区 戸（別紙（資料１－２））とする。

（２）募集を保留した住宅の取り扱い
第５期募集の応募状況や避難指示解除等の動向を見極め、需要があると見込まれる
場合には保留を解除し追加の募集を実施する。ただし、保留を解除する時期によって
は住宅の完成が平成 年度以降となる場合もある。
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復興公営住宅の今後の対応方針について（案）
平成 年 月 日

避難地域復興局 生活拠点課
土木部 建築住宅課

１ 現在の取組状況
（１）整備状況

・平成 年 月末現在 戸が完成。順次、入居開始。

（２）募集及び入居状況
・一部の団地について募集を保留し 団地 戸 、その後、下北迫 広野町 戸
については需要が見込まれたことから保留を解除。
・計画戸数 戸のうち保留戸数 戸を除いた 戸の募集に対し、 戸
の入居が決定 。
・空き住戸は 戸。この８割に相当する 戸が、いわき地区と相双地区。

２ 今後の対応について
（１）保留団地の取扱い

市町村 団地 計画戸数 保留戸数 取扱い

福島市 北沢又 戸 戸 需要が見込まれることから保留解除。

いわき市

勿来酒井 戸 戸 保留継続。
今後の需要に応じて保留解除。磐崎 戸 戸

平赤井 戸 戸
保留継続。
ただし、保留分は､今後の需要に応じ
て他地区で整備することとし、当該
団地での整備は完了｡

大玉村
大玉村営

横堀平 戸 戸

三春町
葛尾村営

恵下越 戸 戸

（２）（１）の取扱いに基づく復興公営住宅の完成時期（予定）
・北沢又団地は、保留を解除し整備に着手するが、完成は平成 年度後期になる予定。
・その他の団地は、今後需要が発生した場合に保留を解除するが、整備に着手した場
合でも、完成は平成 年度以降となる見込み。

・このことにより、今年度末までの完成予定戸数は 戸となる。

（３）空き住戸の取扱い
・現に避難指示を受けている居住制限者を対象に募集してきたが、居住制限者のみを
対象とした最終の募集を９月に行い、その結果、なお空き住戸がある場合は、旧居
住制限者（避難指示が解除された区域の方）も募集対象に加える。
・旧居住制限者が応募できる団地は、９月の募集結果を踏まえ決定するが、７月末時
点で比較的空き住戸が多い、いわき地区及び相双地区の団地を想定している。
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　東日本大震災からの住まいの早期復興に向け、
被災者や被災地の実情を踏まえながら、被災市町
村ほか関係機関が連携協力して、住まいの自立再
建や災害公営住宅等の整備などを着実に促進でき
るよう、建築住宅課が事務局となり、平成23年12月
9日に本会議を設置した。

　
次に掲げる事項の検討・連絡調整
（1）下記に関する基本的な方針、供給量、供給手　
　  法、整備体制等に関すること。
　  ア　被災者の住宅確保に係る意向確認
　  イ　住まいの自立再建の支援
　  ウ　災害公営住宅等の整備
　  エ　「福島県地域型復興住宅」の供給
　  オ　応急仮設住宅の復興住宅等への再利用
（2）その他住まいの復興に必要な事項

（1）次の県内市町村における住宅施策担当課長
　  ア　激甚災害に対処するための特別の財政援   
          助等に関する法律施行令第41条により激  
          甚災害指定地域に指定された市町村
　　イ　災害公営住宅整備事業の対象市町村
　  ウ　原子力災害による避難・受入市町村
（2）県地域型復興住宅推進協議会長
（3）県土木部次長（建築担当） ※会議代表
　　関係建設事務所建築住宅部長
（4）国土交通省 住宅局住宅総合整備課長
　　東北地方整備局 建政部住宅調整官
（5）県企画調整部 避難地域復興局次長

（6）市町村行政や住宅金融に係るオブザーバー
　　　　ex.住宅金融支援機構東北支店

　[ ]内は国等職員（その他は県職員）
　第１回（H24.01.18）
      ・本会議の設置、住まいの復興状況・意見交換
　第２回（H24.02.14）
  　  ・ 福島復興再生特措法案[伊藤住宅総合整備課長]
　   ・災害公営住宅整備の留意点[同課・佐々木補佐]
　   ・災害復興住宅融資の対象拡大[麻生支店長]
　   ・住宅復興に係るH24県予算
　第３回（H24.03.14）
　　・福島県住宅の再生・復興に向けた基本方針案
　　・民間住宅復興への県支援施策
　　・応急仮設住宅の供給方針、追加工事の実施
　　・災害公営の計画・供給の国直轄調査
　   [長谷川国総研住環境計画研究室長]
　第４回（H24.08.08）
　　・県復興公営住宅設計標準案
　　・国交省からの情報[楢橋住宅調整官]
　　・災害公営住宅制度・技術マニュアル[長谷川
　　　室長]
　　・自立再建者への融資状況[伊福副支店長]
第５回（H25.02.13）
　　・国交省・復興庁からの情報[小冨士課長補佐]
　　・復興公営住宅の整備、民間住宅復興への支援
　　・自立再建者への融資状況[伊福副支店長]
第６回（H25.05.28）
　　・災害公営の整備状況と課題[楢橋住宅調整官]
　　・災害公営の計画・供給手法の国直轄調査結果
      [受託者：市浦ハウジング&プランニング]
　　 ・仮設住宅の一斉点検、借上げ住宅の適正利用
第７回（H26.02.06）
　　・新交付金、住民意向調査[森村福島復興局補佐]
　　・第二次福島県復興公営住宅整備計画
　　・借上げ住宅の再契約、退去時の留意事項
第８回（H26.04.18）
　　・福島再生加速化交付金創設[倉野復興庁参事官]
　　・国における入札不調、施工確保対策、
　　多様な発注方式・工法[呉宅地整備調整官ほか]
　　・ＵＲにおける発注方式[桑原住宅整備部付]
　　
　以上全８回にわたり、関係機関が連携協力を強
め、複合災害からの住宅復興の道筋を見出して
行った。

6 －5　福島県住まいの復興に向けた連絡調整会議
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　被災者の住まいの再建に向けて、被災三県（岩手
県、宮城県、福島県）がそれぞれ特有の課題を抱え
ながら、市町村と連携して、自立再建住宅への支援
や、復興公営住宅の整備など様々な取組を実施し
ていたが、より一層、事業の円滑な推進を図るため
には、国や三県が情報を共有し、課題解決に取り組
むことが重要だった。
　そこで、国土交通省が中心となって、三県の情報
共有と意見交換をするため、平成24年７月に「岩
手・宮城・福島三県の住宅復興に関する意見交換
会」が開催され、以後、年間３～４回、会場を三県と
東京都で持ち回りして開催している。

　住まいの円滑な再建に向けて、国及び三県によ
る取組状況について意見交換を行うことにより、
更なる加速化を図ることを目的とする。

　・ 国土交通省住宅局住宅総合整備課担当官
　・ 東北地方整備局建政部都市・住宅整備課担当官
　・ 岩手県、宮城県、福島県及び仙台市の住宅復興
　　担当課室長、担当者ほか

　主な議題として、①復興公営住宅の建設と管理、
②自立再建住宅への支援への取組状況を情報交換
し、さらに③直面する課題について情報共有して
いる。
　当初は自立再建住宅への支援制度、次に復興公
営住宅の建設の加速化、続いて建設費高騰や空き
家の問題、その後、家賃の誤徴収や低所得者、収入
超過者の家賃など管理上の問題が議題とされてい
る。

6 －6　被災三県の住宅復興に関する意見交換会
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　復興公営住宅の整備にあたっての市町村との調
整は、用地の選定から行った。候補地の選定は福島
県復興公営住宅整備計画に基づき行うが、まず受
入自治体の意向を確認するところから始めた。地
区の学校の受け入れ体制や周辺住民に与える影響
など地域の状況、これまで自ら整備している災害
公営住宅等で把握している土地の情報などを提供
いただき、候補用地の選定を行った。
　近隣住民との調整については、整備候補地の地
権者の意向確認に先立ち、地区代表者（町内会長や
区長など）の意向の確認から始めた。用地のほとん
どは複数の所有者でもあるため、地権者代表者の
協力の意向や敷地の中央部や出入口にあたる土地
所有者の意向（敷地計画において大事な場所で協
力いただけないと整備不可能となる）などを説明
し、地権者との交渉を行った。
　近隣住民も震災の被災者であることから、他の
自治体の住民が住むための住宅団地が整備される
ことに対する近隣環境への影響に対する要望や意
見もあったが、多くの住民は、避難者の気持ちを案
じて承諾していただいた。
　また、地区からは、復興公営住宅の整備に伴い、
集会所の利用や道路の通行増の理由から、道路の
拡幅や歩道整備、橋の付け替えなどのインフラ整
備の要望もあり、国や関係自治体と協議しながら
整備した。
　用地確定後の整備段階においても、受け入れ市
町村や近隣住民へ整備内容を説明の上、事業を進
めた。
　平成26年度に整備スケジュールの遅れ、見直し
を公表した際に、避難元自治体・受入自治体より復
興公営住宅の動きが見えないとの意見が多数あっ
たことや早期整備に係る支援対策の一環として、
避難元自治体及び受入自治体に対する進捗状況説
明を平成27年度から２ヶ月に1回のペースで実施
した。

6 －7　市町村及び近隣住民との調整
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